
書式第 12号 (法第28条関係)

平 成 30年 度 事 業 報 告 書
事 業 報 告 用

平成30年4月 1日 から平成31年3月 31日 まで

特定非営利活動法人 21世紀防災・危機管理研究所

1 事業の成果

本年度も昨年に引き続き災害復旧事業会社の協力のもと、自然災害の被災地域における被災建物の損害状況・復旧
費用・復旧期間を検証した。検証結果は公表できるよう準備 している。
また、本年度も損害保険会社から広域災害時において被災建物・設備の損害評価を担う建築技術者を確保と派遣の

要請を受けた。損害保険会社では当該建築技術者による損害評価に基づいて保険金の迅速支払を行っていることか
ら、公益に資すると認識 しており、当呼0法人の活動趣旨に合致するため当該要請に合致する建築技術者の募集と派
遣を行った。 (無償)

なお、当NЮ法人では役員を含む社員、及び参与企業がポランティアで研究活動に参画しており、今後も継続する方
針である (た だし、活動に伴って費用が生じた場合は、当該費用について会費を徴収することはある)。
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書式第 13号 (法第 28条関係)

平成30年度 活動計算書 (その他事業が上登場合)

事 業 報 告 用

特定中,利活詢法人 2:世紀防災・ t●●■研究所

自位 :円
金   籠 小 静・ 合 滸

lI

1

正会員受取会費
費助会員受取会費

0

2
受取寄附金
施設等受入評価益

0

3
受取補助金

0

4

事業収益
事業収益

0

5 の

受取利息
0

1

1

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

2
会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費

0

2
1

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

(2 の

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

平成30年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動注人 2:世紀肪災・■●管理研究所

2
1

2

の

形

3 の

易金預金
未収金

棚卸資産

ソフトウェア
借地権

車両運搬具
什器備品

敷金
長期貸付金

7.882

【A】 資 産 合 計 ①+② 7.882

2

-1
1

未払金

預 り金

長期借入金
退職給付引当金

B-2 正 の

正

正

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 7.382
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書 16 28条 係

平成30年度  計算書類の注記

重要な会計方針
計算書類の作成はNPO法人会計基準によつています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法 該当なし

(2)固定資産の減価償却の方法 該当なし

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金 該当なし

引当金 該当なし

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理 該当なし

(5)消費税等の会計処理 該当なし

2.事 業別損益の状況

事業報告用

特定非営利活動法人 21世紀防災 。危機管理研究所

1

円

科 目
事業 事業 事業 事業

事業部門計 管理部門 合計

ｎ

）

ｎ

〉

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当
退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費

会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費

その他経費計
経常費用計

当期経常増減額
（
υ

内容 金額 算定方法
該当なし （

υ 該当な し

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳



内容 当期増加額 当期減少額 期末残高 備考

ｎ

〉

該当なし

合計 ｎ

）

4 使途等が制約 された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約 されていない正味財産は   円です。

単位 :円 )

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳
:円 )

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

単位 :円 )

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項

事業費 と管理費の技分方法

該当なし

その他の事業に係る資産の状況

該当なし

７

・

8

科 日 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額
有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産
敷金

合計
ｎ

）
ｎ

）

ハ
υ

（
υ

ハ
υ

科 目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

合計
ｎ

）
ｎ

）

科 日
計算書類に

計上された
金額

内役員及び
近親者 との

取引

＾
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〉
ｎ

）

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計
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書式第 17号 (法第 28条関係)

平成30年度 財産目録

事 業 報 告 用

特定,■■活●菫人 2:世紀防■・■0,■輌費用

0
7882

販売用寄附物品

敷 金

長 期

2
1

2

金

品

現

tffL.窯行普通預金

事業未収金
事業未収金

車両運搬具
事業用車両

ンフ トウェア
オペレーションシステム

文書編集ソフ ト

7.802

【A】 責 産 合 計 ①+② 7.882

未払金

長期借入金

弓I

【B-1】 負 債 合 計 ③+④

【日-2】 正 味 財 産 合 計 :A】 ―【B-1】 7.882
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書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

平成30年度年間役員名簿 J僣席騰虐ぢFおJ露騒lξ l'1,ξ岳』鷹膚馨諸認哲
所並

豊定圭菫型量塾注△_21世紀防災・危機管理研究所_

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間
報酬 を受けた期間

(該当者のみに記入)氏   名

1

′
~ヽ

喫壁
"監

事
キタザ トトシアキ 平成21年 7月 13日

平成31年3月 31日

年

年

月

月

日

日北里敏明

2

/~ヽ

民ソ・監事
オガワカズヒサ 平成21年 7月 13日

平成31年3月 31日

年  月  日

年  月  日小川和久

3 ・監事
ウエダアキヒロ 平成21年 7月 13日

平成31年3月 31日

年  月  日

年   月  日上田明浩

4
/~ヽ

理事襲証ヲ
オオタ トモコ

平成21年7月 13日

平成31年3月 31日

年

年

月

月

日

日大田智子

5 理事・監事
年  月  日

年 月 日

年  月  日

年   月  日

6 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年 月

月

日

日年

7 理事・監事

年  月  日

年 月 日

年  月  日

年  月  日

8 理事 。監事

年

年

月

月

日

日

年 月

月

日

日年

9 理事 。監事

4:  月   日

各:  月   日

年  月  日

年  月  日

10 理事・監事

年  月  日

年. 月  日

年   月 日

日年 月



書式第4号 (法第 10条 。第 28条関係)

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

平成31年3月 31日 現在

特定非営利活動法人_塁世起堕墨二重盤整重塑饉璽L_

氏   名 住 所 又 は 居 所

1 北里敏明

2 小川和久

3 平井毎親

4 小泉光央

5 櫻井誉人

6 村中武史

7 上田明浩

8 大田智子

9 上平宇篤

10 長崎美智江

11

12


